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資料 1 策定経過等 

 策定経過 

年 月 日 事 項 

令和４（2022）年度 

 令和４年 ８月１７日 

１２月 ７日 

令和５年 ３月１７日 

 

千歳市再生可能エネルギー活用調査業務開始 

事業者アンケートを実施（対象：千歳工業クラブ会員） 

千歳市再生可能エネルギー活用調査業務完了 

令和５（2023）年度 

 令和５年 ６月１２日 

６月２０日 

７月１１日 

８月２２日 

９月１１日 

      ９月１４日 

９月２５日 

９月２７日 

１１月２９日 

令和６年 １月１０日 

１月１6 日 

2 月２７日 

 

第 4８回千歳市環境審議会 

第１回ちとせゼロカーボンプロジェクトチーム会議 

第２回ちとせゼロカーボンプロジェクトチーム会議 

第３回ちとせゼロカーボンプロジェクトチーム会議 

第 49 回千歳市環境審議会 

厚生常任委員会 

パブリックコメントを実施 

市民アンケートを実施 

第４回ちとせゼロカーボンプロジェクトチーム会議 

第 50 回千歳市環境審議会 

千歳市環境審議会から市長への答申 

厚生環境常任委員会 

 

 

 パブリックコメント 

令和５年９月 25 日から 10 月 25 日まで、市内公共施設等で実施したパブリックコメントで

は、３件の意見が提出されました。 

 

〈意見の取扱い〉 

 ・今後の参考とするもの １件 

・意見として伺ったもの（案件に直接関係ないため） ２件 
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★ロゴデザインの考え★ 

まず「ゼロカーボンシティ千歳」という目標が見た

目でわかりやすいように「０」ゼロを使って構成しま

した。この目標を達成した後に広がる環境に優しいま

ち千歳を表現するために、飛行機から出る排出物を水

にしました。この水が下のまちを通って、次はツルに

も届いて、結果全体の「０」ゼロを循環しているよう

にして、環境に優しくキラキラと美しい千歳をイメー

ジしました。また、「０」ゼロの真ん中の穴にあいた

部分では、外側に広がる美しいまち千歳から発生した

水がたまっていき、自然界と人間界のこの先の共存へ

の安心感を描きました。 

 将来ビジョンのロゴデザイン 

将来ビジョンについては、ゼロカーボン実現後の千歳市の様子を文字やイラスト等を用いて分

かりやすく表現するため、幅広い世代の方々に伝わりやすい将来ビジョンの「ロゴ」を作成し、計

画に掲載するほか、市のゼロカーボンに関する啓発物等に活用していきます。 

デザインは、北海道千歳高等学校の英語部・美術部・漫画研究部の皆さんにご協力いただき、作

成したものです。 

・ロゴデザイン① 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ロゴデザイン② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ロゴデザインの考え★ 

人と自然の輪でつながるゼロカーボンシ

ティちとせということで、ちとせをイメー

ジする飛行機・つるがあり、緑の輪で、ゼ

ロと、その輪に囲まれている笑顔で人と自

然の輪を表現しました。 

緑で街なみを表現することで、ゼロカー

ボンシティを表現しました。 

千歳高等学校 １年６組 美術部 

亀井咲希さん 作 

千歳高等学校 １年５組 美術部 

竹林くるみさん 作 
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 計画策定組織等 

千 歳 市 環 境 審 議 会 委 員 名 簿 

   （敬称略） 

任期 委嘱状交付日から令和７年９月 10 日                 令和６年３月現在 

対 象 機   関   名 委 員  

知

識

経

験

を

有

す

る

者

 

公立千歳科学技術大学 長 谷 川  誠 

千歳商工会議所 鈴 木 隆 夫 

千歳工業クラブ 小 川 善 弘 

千歳建設業協会 前 田 浩 志 

道央農業協同組合 中 橋 伸 郎 

千歳市森林組合 斉 藤 礼 子 

関

係

行

政

機

関

の

職

員

 

北海道森林管理局石狩森林管理署 佐 藤   肇 

北海道石狩振興局保健環境部千歳地域保健室 

（北海道千歳保健所） 
今 西 敦 史 

環境省北海道地方環境事務所 田 村   努 

市

長

が

必

要

と

認

め

る

者

 

千歳消費者協会         山 下 みな子 

千歳市女性会議         五 島 洋 子 

千歳市町内会連合会 鎌 倉 英 昭 

千歳の自然保護協会 伊 藤   博 

公      募 

眞 鍋 豊 行 

豊 澤   瞳 
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ちとせゼロカーボンプロジェクトチーム委員名簿 

（敬称略） 

                令和６年３月現在 

  

推 薦 団 体 委 員  

町内会関係者（千歳市町内会連合会） 鈴 木 丈 弘 

消費者協会関係者（千歳消費者協会） 中 塚  茜 

女性団体関係（千歳市女性会議） 山 林 いづみ 

大学生（公立千歳科学技術大学） 福 田 翔 生 

高校生（北海道千歳高等学校） 西 浦 咲 太 

産業関係者（千歳商工会議所） 神 野 幹 士 

農業関係者（道央農業協同組合） 中 橋 伸 郎 

工業関係者（千歳工業クラブ） 村 松 英 明 

空港関係者（北海道エアポート株式会社） 森  正 宏 

国立公園関係者（国立公園支笏湖運営協議会） 亀 田 冬 樹 

公立千歳科学技術大学 長 谷 川  誠 
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資料 2 ⽤語集 

【ア行】 

一般廃棄物 

廃棄物のうち、産業廃棄物以外の自治体

が処理責任を行うものです。一般家庭から

排出されるいわゆる家庭ごみ（生活系廃棄

物）の他、事業所などから排出される産業廃

棄物以外の不要物（いわゆるオフィスごみ

など）など、し尿や家庭雑排水などの液状廃

棄物も含まれます。 

 

エコドライブ 

燃料消費量や CO2 排出量を減らし、地球

温暖化防止につなげる”運転技術”や”心

がけ”です。 

 

エコマーク 

様々な商品（製品およびサービス）の中で､

「生産」から「廃棄」にわたるライフサイク

ル全体を通して環境への負荷が少なく、環

境保全に役立つと認められた商品につけら

れる環境ラベルです。 

 

エネルギーの地産地消 

地域で消費する電気や熱のエネルギーを、

地域にある資源を活かした再生可能エネル

ギーなどで賄う取組です。 

 

エネルギーマネジメントシステム

（EMS） 

  エネルギーの見える化や制御などにより

エネルギーの最適利用を図るシステムです。 

 

エネルギーロス 

工場や家庭で使用するエネルギーのうち、

有効に利用されずに捨てられるものです。

発電や電気の送電、熱利用を行う際に、エネ

ルギーロスが発生します。 

 

オフピーク出勤（時差出勤） 

勤務時間の始業、終業時間をずらす取り

組みです。同じような時間帯に設定された

始業、終業時間が、通勤ラッシュや交通渋滞

をまねき、通勤時の精神的・肉体的苦痛の増

大や、環境負荷の増加等を助長しているた

め、その緩和・解決を目的として導入された

制度です。 

 

温室効果ガス（GHG） 

大気中の二酸化炭素（CO2）やメタンな

どのガスは太陽からの熱を地球に封じ込

め、地表を暖める働きがあります。これら

のガスを温室効果ガス（英語表記 Green 

House Gases の略称を用いて GHG とも

表記されます）と呼びます。地球温暖化を

起こすこれらのガスを削減することが重

要となります。 

削減対象の温室効果ガスとして、二酸化

炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒

素（N2O）のほか、ハイドロフルオロカー

ボン（HFC 類）、パーフルオロカーボン

（PFC 類）、六フッ化硫黄（SF6）、三フッ

化窒素（NF３）が京都議定書で定められて

います。 

 

オンデマンド型交通（デマンド交通） 

路線バスのような路線定期型交通とは

異なり、運行方式や運行ダイヤ、発着地の

自由な組み合わせにより、地域の特性に応

じて柔軟な運行方法を行う交通制度です。

利用者の予約に応じて運行する乗合型の

公共交通サービスとなります。 
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【カ行】 

カーシェアリング 

自分の車を持たずに必要な時に使用目的

に合った車を自家用車と同じように手軽に

共同利用するシステムです。利用時間や回

数に応じた料金設定による適正な利用、車

の共有による資源消費の効率化といった環

境保全上の効果があります。 

 

カーボンニュートラル 

CO2 等の温室効果ガスの排出を全体とし

てゼロにすることです。CO2 等の人為的な

「排出量」から、植林、森林管理などによる

「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼ

ロにすることを意味しています。 

 

カーボンフリー 

カーボンニュートラルのように吸収量な

どで差し引かず、CO2 等の排出量を完全に

ゼロにすることです。 

 

環境アセスメント 

道路、ダム事業、大規模発電所建設など、

環境に著しい影響を及ぼす恐れのある行為

について、事前に環境への影響を十分調査、

予測、評価して、その結果を公表して地域

住民等の関係者の意見を聞き、環境配慮を

行う手続の総称です。 

 

緩和策（かんわさく） 

CO2 等の排出の抑制や、森林等の吸収作

用を保全及び強化することで、地球温暖化

の防止を図るための施策です。 

 

気候変動 

狭い意味では、人為起源による CO2 の増

加でもたらされる地球温暖化のことを指し

ます。 広い意味では大気の平均状態である

気候が、自然的要因や人為的要因により、

様々な時間スケールで変動することを指し、

降水量の変化や氷河期･間氷期サイクルな

ど全ての大気現象の変化を含みます。 

 

基準年度（2013 年度） 

令和 12（2030）年度の CO2 等排出量

の目標値を示す際に、比較基準とする年度

で、地球温暖化対策推進法と地球温暖化対

策計画において、平成 25（2013）年度と

されています。 

 

吸収量 

 CO2 の排出量とは逆に、森林などが CO2

を吸収している量を指します。 

 

区域施策編 

地方公共団体実行計画（区域施策編）は、

政府が策定した地球温暖化対策計画に即

して、その区域の自然的社会的条件に応じ

て、温室効果ガスの排出量削減等を推進す

るための総合的な計画です。計画期間に達

成すべき目標を設定し、目標達成のために

実施する措置の内容を定めます。温室効果

ガスの排出量削減等を行うための施策に

関する事項として、再生可能エネルギーの

導入、省エネルギーの促進、公共交通機関

の利用者の利便の増進、緑化推進、廃棄物

等の発生抑制等循環型社会の形成等につ

いて定めます。そのため、区域内の事業者

や住民の温室効果ガス排出量も対象とな

ります。一方、自治体のみの排出量を対象

とする計画は「事務事業編」と呼ばれます。 

 

クリーンエネルギー 

CO2 や硫黄酸化物(SOx)や窒素酸化物

(NOx)、煤塵などの大気汚染物質を発生し

ないエネルギーのことで、風力・太陽熱・水

力・地熱・潮力などを指します。 
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経済産業省ではクリーンエネルギー戦略

を立案し、脱炭素を見据えた将来にわたっ

て安定的で安価なエネルギー供給の確保と

需要サイドの各分野でのエネルギー転換の

方策を整理しています。 

 

クリーンディーゼル自動車 

欧米の規制レベルと同等の世界最高水準

の平成 22 年排出ガス規制に適応する、PM

（粒子状物質）や NOx の排出量が少ないデ

ィーゼル車を呼びます。 

 

グリーン購入・グリーン製品 

製品やサービスを購入する際に、環境を

考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷

ができるだけ少ないものを選んで購入する

ことです。 

 

グリーン成長戦略 

「経済と環境の好循環」をつくるための

産業政策や、成長が期待できる産業分野の

実行計画をまとめた国の施策です。 

 

高効率照明 

LED などの少ないエネルギーで十分な

明るさを実現できる照明のことです。 

 

広葉樹 

サクラやカエデ、ミズナラなどのように、

幅広い葉を持つ木を広葉樹と呼びます。人

が植林した森林ではない、天然林などに多

く見られます。 

 

行動変容 

人の行動が変わることを指します。本書

では、節電や省エネ、省資源など、地球環境

や気候変動に配慮し、人々が CO2 を出さな

い行動様式へライフスタイルやビジネスス

タイルを変えて行くことを指しています。  

また、ドローンや情報技術などの新しい

技術も活用して CO2 排出量を減らす取組

も含みます。 

 

  コンパクトシティ 

小さくまとまった街の形態で、居住地域

が郊外に広がることを抑え、生活圏をでき

るだけ小さくし、生活に必要な諸施設等が

近接して効率的になった都市形態を指しま

す。 

 

【サ行】 

再生可能エネルギー（再エネ） 

有限で枯渇の危険性がある石油・石炭な

どの化石燃料や原子力と対比して、自然環

境の中で繰り返し起こる現象から取り出す

エネルギーの総称です。 

具体的には、太陽光や太陽熱、水力（ダム

式発電以外の小規模なものを言うことが多

い）や風力、バイオマス（持続可能な範囲で

利用する場合）、地熱、波力、温度差などを

利用した自然エネルギーと、廃棄物の焼却

熱利用・発電などのリサイクルエネルギー

を指します。新エネ法に位置づけられる、い

わゆる新エネルギーは再エネに含まれます。 

 

再生可能エネルギー由来電力（再エネ

由来電力） 

太陽光発電など再生可能エネルギーによ

って発電された電気のことです。環境に配

慮して RE100 などの取組を行う企業は、

自らの事業活動で消費する電力を 100%

再生可能エネルギー（再エネ）で賄う取組を

行っています。 

 

産業廃棄物 

事業活動に伴って発生する特定の廃棄物

です。多量発生性・有害性の観点から、汚
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染者負担原則に基づき排出事業者が処理責

任を有するものとして現在 20 種類の産業

廃棄物が定められています。 

 

自家消費型太陽光発電 

発電した電気を固定価格買取制度を利用

し売るのではなく、自らの設備で使用する

ものです。 電力会社から買って使う電気か

ら、自家発電の電気に変わることで、電気代

が削減できます。 

 

次世代エネルギー（新エネルギー） 

太陽光発電や風力発電などの再生可能か

つ二酸化炭素排出量がゼロもしくは少ない、

そしてエネルギー源の多様化に貢献するエ

ネルギーを「次世代エネルギー」と呼んでい

ます。日本では、「新エネルギー利用等の促

進に関する特別措置法（新エネ法）」を制定

して、実用段階に達しているが普及が十分

でないものとして 10 種類の再生可能エネ

ルギーを「新エネルギー」と定め、利用推進

を図っています。 

また、新エネルギー10 種類以外にもヒー

トポンプ・天然ガスコージェネレーション・

燃料電池・クリーンエネルギー自動車など

の普及推進も行われています。一般的にこ

れらを日本では「次世代エネルギー」と呼ん

でいます。 

 

次世代自動車 

「 次 世 代 モ ビ リ テ ィ ガ イ ド ブ ッ ク

2019-2020（環境省・経済産業省・国土

交通省）」に基づき、電気自動車(EV)、燃料

電池自動車(FCV)、プラグインハイブリッ

ド自動車(PHV)、ハイブリッド自動車（HV）、

天然ガス自動車、クリーンディーゼル自動

車（乗用車）を示します。 

 

事務事業編 

地球温暖化対策推進法に基づき、政府が

策定した地球温暖化対策計画に即して、地

方公共団体が策定する、事務事業に伴う温

室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用

の保全及び強化のための措置に関する計画

です。 

計画期間に達成すべき目標を設定し、そ

の目標を達成するために実施する措置の内

容等を定めるものです。そのため市町村が

が排出する温室効果ガスのみが対象となり

ます。（但し公営住宅などの住宅は除きま

す）。一方、自治体全体の排出量を対象とす

る計画は「区域施策編」と呼ばれます。 

 

浚渫（しゅんせつ） 

河川・運河などの底面をさらって土砂な

どを取り去る土木工事のことです。 

 

省エネ機器（省エネ家電） 

使用時にかかる消費電力が少ない、エネ

ルギー効率が高い家電製品や設備機器を呼

びます。エネルギー消費量を抑えた家電製

品は省エネ家電とも呼ばれています。 

家電製品を始めとする近年のエネルギー

消費機器は、効率が大幅に向上しています。

機器を購入する際に、省エネ型の製品を選

択することが家庭の省エネにつながります。 

 

食品ロス 

本来食べられるにも関わらず捨てられて

しまう食べ物のことです。日本では令和 3

（2021）年度に、約 523 万トンの食品ロ

スが発生したと推計されています。 

 

人工林 

苗木の植栽や、播種、挿し木などにより人

が更新した森林のことです。 
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針葉樹 

カラマツやトドマツ、スギのように細長

い葉を持つ木を針葉樹と呼びます。建材と

して木材利用されるため、人工林として針

葉樹が多く植林されています。 

 

森林環境譲与税（しんりんかんきょう

じょうよぜい） 

令和元（2019）年度から、国から市町村

と都道府県に対して、私有林人工林面積、林

業就業者数及び人口による客観的な基準で

按分して譲与されている税金のことです。 

森林環境税及び森林環境譲与税に関する

法律に基づき、市町村においては、間伐等の

「森林の整備に関する施策」と人材育成・担

い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等

の「森林の整備の促進に関する施策」に充て

ることとされています。 

 

森林吸収 

地球温暖化の防止には、温室効果ガス、中

でも温暖化への影響が最も大きいとされる

二酸化炭素の大気中の濃度を増加させない

ことが重要です。地球上の二酸化炭素循環

の中では、森林が吸収源として大きな役割

を果たしています。 

森林を構成している一本一本の樹木は、

光合成により大気中の二酸化炭素を吸収す

るとともに、酸素を発生させながら炭素を

蓄え、成長します。 

 

水源涵養林（すいげんかんようりん） 

水資源の貯留、洪水の緩和、水質の浄化と

いった機能からなり、雨水の川への流出量

を平準化したり、おいしい水を作り出すと

いった働きをもった森林です。 

 

設備容量 

発電設備における単位時間当たりの最大

仕事量のことです。単位はキロワット（kW）

が用いられます。「定格出力」「設備出力」あ

るいは単に「出力」と表現されることもあり

ます。 

 

ゼロカーボン 

カーボンニュートラルや脱炭素と同義で、

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させ

ることを意味します。 

 

ゼロカーボンシティ 

令和 32（2050）年までに二酸化炭素実

質排出量ゼロに取り組むことを表明した地

方公共団体のことです。 

 

ゼロカーボンドライブ 

太陽光発電などの再生可能エネルギー電

力と、電気自動車（EV）、プラグインハイブ

リッド車（PHV）または燃料電池自動車

（FCV）を活用したドライブが、ゼロカー

ボンドライブと呼ばれています。 

 

ゼロカーボンパーク 

環境省では、国立公園において先行して

脱炭素化に取り組むエリアを「ゼロカーボ

ンパーク」として推進しています。ゼロカー

ボンパークとは、国立公園における電気自

動車等の活用、国立公園に立地する利用施

設における再生可能エネルギーの活用、地

産地消等の取組を進めることで、国立公園

の脱炭素化を目指すとともに、脱プラスチ

ックも含めてサステナブル（持続可能）な観

光地づくりを実現していくエリアです。 

 

【タ行】 

脱炭素 

温暖化の影響による近年の異常気象、環

境破壊に歯止めをかけるために、温暖化の
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原因となる CO2 等の排出量を実質ゼロに

することです。ゼロカーボン、カーボンニュ

ートラルとも呼ばれます。 

 

炭素の固定 

大気中の CO2 を様々な方法で固定する

ことです。例として植物や微生物が行って

いる葉緑素を用いた光合成によって、大気

中の CO2 を炭水化物に代えて生物の体に

炭素を固定させることが挙げられます。木

材は炭素が固定された代表例となります。 

 

断熱材 

建物の外壁などに設置する、熱移動を少

なくするための材料で、化学的性質と物理

的構造で断熱性能を発揮する材料です。 

 

地球温暖化 

人間活動の拡大により二酸化炭素（CO2）、

メタン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）な

どの温室効果ガスの大気中の濃度が増加し、

地表面の温度が上昇することをいいます。 

 

蓄積（ちくせき） 

森林を構成する樹木の幹の体積です。 

 

千歳学出前講座 

千歳市の市民と市民、市民と学校、企業、

市民と市職員が顔を合わせて、お互いに学

び合うものです。情報の共有や人のネット

ワークづくりを図り、市民と行政が協働で

生涯学習のまちづくりを進めることを目的

としてつくられました。 

 

中核市 

地方自治制度において、政令指定都市以

外で人口２０万人以上の要件を満たす規模

や能力などが比較的大きな都市が指定され

ます。都道府県から一部の事務権限が移譲

され、できる限り住民の身近なところで行

政を行なうことができます。 

 

低未利用地 

空き地、空き家となっているなど、周辺

と比較して有効に活用されていない土地を

指します。 

 

適応策（てきおうさく） 

地球温暖化がもたらす現在及び将来の気

候変動の影響に対処する施策です。 

 

電気排出係数 

電気事業者が販売した電力を発電するた

めにどれだけの CO2 を排出したかを推し

測る指標で、事業者別に毎年公表されてい

ます。 

 

天然ガス自動車 

天然ガス自動車（NGV）の構造は、基本

的にガソリン車やディーゼル車と同じで、

異なるのは燃料系統だけです。SOx（硫黄

酸化物）や粒子状物質をほとんど排出しま

せん。NOx（窒素酸化物）や CO2 の排出が

少ない環境特性に優れた車です。 

 

天然林 

人工林のように人が苗木を植えたのでは

なく、種などから自然に樹木が育った森林

を天然林と呼びます。 

 

導入ポテンシャル 

環境省が公表する再エネに関するデータ

ベースサイト「REPOS」で使用されている

再エネの利用可能量を示す用語です。「全自

然エネルギー」から現在の技術水準では利

用困難なものを除いたエネルギーの「賦存

量（ふぞんりょう）」から、エネルギーの採

取・利用に関する種々の制約要因（土地の傾
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斜、法規制、土地利用、居住地からの距離等）

により利用できないものを除いたエネルギ

ーの大きさが、「導入ポテンシャル」として

定義付けられています。 

 

【ハ行】 

バイオディーゼル（BDF） 

植物性油や動物性油などの再生可能な資

源から作られるディーゼルエンジン用の燃

料です。現在の軽油使用を前提として生産

されている一般のディーゼル車では、この

燃料を用いる場合、燃料品質の劣化や燃料

系統での目詰まりなどによるエンジンの不

具合を懸念する指摘もあります。 

 

バイオマス 

再生可能な生物由来の有機性資源で、石

炭や石油などの化石資源を除いたものです。

バイオマスは燃焼させても大気中の CO2

の総量を増加させない特性をもっています。 

廃棄物系バイオマスとしては、廃棄され

る紙、家畜ふん尿、食品廃棄物、建設発生木

材、黒液、下水汚泥など、また、未利用バイ

オマスとしては、稲わらなど農作物非食用

部や林地未利用材があります。農業分野に

おける飼肥料としての利用などのほか、燃

焼による発電への利用、メタン発酵などに

よるガス燃料化などによってエネルギー利

用されています。 

 

排出係数（CO2 排出係数） 

電気や、灯油などの燃料の一定量をエネ

ルギー利用した際に排出される、CO2 の量

を示す係数です。CO2 排出量をエネルギー

使用量から計算する時に使用します。 

 

排出削減シナリオ 

地域における CO2 等の排出の将来予測

が示された複数のシナリオをさします。 

 

ハイブリッド自動車（HEV ; Hybrid 

Electric Vehicle） 

２つ以上の動力源を合わせ、走行状況に

応じて動力源を同時または個々に作動させ

走行する自動車です。一般に、内燃機関（エ

ンジン）とモーターを動力源とした自動車

を指します。 

 

発熱量 

一定の単位の燃料が完全燃焼するときに

発生する熱量のことで、エネルギーの量を

表す単位としてＪ（ジュール）が使用されて

います。 

 

パリ協定 

平成 27（2015）年にフランスのパリで

開催された COP21 で採択された協定で、

日本は平成 28（2016）年 11 月に批准し

ています。温室効果ガス排出量で 55％以上

を占める 55 カ国以上が批准という要件を

満たし平成 28（2016）年 11 月に発効し

ました。 

世界共通の長期目標として、世界の平均

気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より

十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をするこ

と、できるかぎり早く世界の CO2 等の排出

量をピークアウトし、21 世紀後半には、

CO2 等の排出量と（森林などによる）吸収

量のバランスをとることを掲げており、そ

の実施に当たっては、各国の削減目標など

を 5 年毎に提出することが義務付けられ

ています。 

フードバンク 

安全に食べられるのに包装の破損や過剰

在庫、印字ミスなどの理由で、流通に出すこ

とができない食品を企業などから寄贈して

いただき、必要としている施設や団体、困窮
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世帯に無償で提供する活動です。 

 

部門 

エネルギーや CO2 排出量を示す際は、

「部門」で分類して情報を整理します。「産

業部門」、「業務その他部門」、「家庭部門」、

「運輸部門」、「エネルギー転換部門」があり

ます。 

産業部門とは、製造業、農林水産業、鉱業、

建設業の合計で１次産業と２次産業を指し

ます。業務部門とは、企業の管理部門等の事

務所・ビル、ホテルや百貨店、サービス業等

の第三次産業を指し、業務その他部門とも

呼びます。行政を含む公務もこの業務その

他部門に含まれます。家庭部門とは、住宅内

で消費したエネルギーを指します。なお、家

庭部門と業務部門を併せて「民生部門」と呼

ぶ場合もあります。エネルギー転換部門と

は、石炭や石油などの一次エネルギーを電

力などの二次エネルギーに転換する部門で

す。発電所などがここに含まれます。 

いずれの部門も自動車由来のエネルギー

や排出量は含まず、それらはまとめて、運輸

部門として整理され、企業や家庭の自動車

は全て運輸部門となります。 

 

プ ラ グ イ ン ハ イ ブ リ ッ ド 自 動 車

(PHV) 

プラグインハイブリッド車(PHV 又は

PHEV と呼ばれますが、本計画では PHV

と表記します)は、ハイブリッド車（HV）に

車外からの充電機能を加えた車です。 

ガソリンエンジンと電気モーターを搭載

したハイブリッド車に、充電機能がつくこ

とで、EV よりも航続距離が長くなるととも

に、太陽光発電などの再エネ電気を活用す

ることも可能となる自動車です。 

 

フレックスタイム制 

あらかじめ定められた 1 ヶ月以内の一定

期間における総労働時間を勤務すれば、始

業、終業時間を個人で任意に決めることが

できる制度です。 

 

北方型住宅 

北海道の気候・風土を熟知したプロによ

る、地域に調和した高性能で高品質な住宅

を表示する制度です。省エネ性能、耐久性能、

耐震性能が一定以上の性能が確保された設

計・施工が行われる住宅となります。北海道

が定めたルールを守り、「安心で良質な家づ

くり」ができる住宅事業を登録・公開する制

度にもとづき運用されています。 

 

【マ行】 

マイクログリッド 

複数の分散型電源と電力消費施設を持つ

小規模な電力ネットワーク。 

 

無立木地（むりゅうぼくち） 

森林の中で樹木が 30％未満しか生立し

ていない林を呼びます。 

 

モビリティサービス（Mobility as a 

Service マース） 

地域住民や旅行者一人一人のトリップ単

位での移動ニーズに対応して、複数の公共

交通やそれ以外の移動サービスを最適に組

み合わせて検索・予約・決済等を一括で行う

サービスであり、観光や医療等の目的地に

おける交通以外のサービス等との連携によ

り、移動の利便性向上や地域の課題解決に

も資する重要な手段となるものです。 

 

【ラ行】 
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ライフサイクル 

人の誕生から死までの過程を円環状の図

で表現したものです。また、ビジネスの分野

では、製品やサービスなどが生まれてから

消えるまでの全過程のことを呼びます。 

 

リターナブル 

再使用するために返却・回収ができるこ

とを意味します。なおびんなどの容器を洗

浄、消毒して何度も使うことをリユースと

いいます。またリサイクルは、使い終わった

物を粉砕、溶解、分解するなどして原材料化

したり、その物の部分や部品を用いて再資

源化したり再生利用することを指します。 

 

流下能力 

河川で流すことのできる最大の流量です。

河道断面を大きくすれば河川の流下能力も

大きくなり、より大きな洪水に対して安全

になります。土砂がたくさんたまっている

ところや、川幅が狭いところ、橋脚がたくさ

んあるところや、川の中に木が繁っている

場所などは流下能力が小さくなります。 

 

レジリエンス 

一般的に回復力・復元力という意味があ

り、災害などでシステムの一部の機能が停

止した場合にも、全体としての機能を速や

かに回復できる強靭さを表します。 

 

【アルファベット・数字】 

COP（コップ） 

「Conference of the Parties」の略で、

日本語では「締約国会議」と訳されます。

COP21 や COP26 など後ろに続く数字は

会議の開催回数を表します。 

 

COOL CHOICE（クールチョイス） 

令和 12（2030）年度の CO2 等の排出

量を平成 25（2013）年度比で 26％削減

するという目標達成のために、日本の省エ

ネ・低炭素型の製品・サービス・行動など、

温暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」を

促す国民運動のことです。政府は平成 27

（2015）年 6 月、CO2 等の削減目標達成

に向け、政府だけでなく、事業者や国民が一

致団結して「COOL CHOICE」を旗印に国

民運動を展開すると発表しました。 

 

EV（電気自動車） 

「Electric Vehicle」の略で、電気自動車

のことです。自宅や充電スタンドなどで車

載バッテリーに充電を行い、モーターを動

力として走行します。次世代自動車の一種

です。 

 

FCV（燃料電池自動車・水素自動車） 

Fuel Cell Vehicle（燃料電池自動車）の

略です。次世代自動車の一種で燃料電池内

で水素と酸素の化学反応によって発電し

た電気エネルギーで、モーターを回して走

る自動車です。水素自動車とも呼ばれるこ

とがあります。 

 

FIT（フィット） 

「Feed-in Tariff」の略で、再生可能エネ

ルギーの固定価格買取制度とも呼ばれてい

ます。法律に基づき、再エネで発電した電気

を電力会社が一定価格で一定期間買い取る

ことを国が約束する制度です。買取価格は、

電気料金内に再エネ賦課金として徴収され

ています。買取価格は、経産省が所管する調

達価格等算定委員会によって、毎年度決定

されています。 

FIT 制度は令和４（2022）年４月より、

FIP 制度へと移行しています。FIP は
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「Feed-in Premium」の略で、再エネの導

入が進む欧州などでは、すでに取り入れら

れている制度ですが、日本でも令和４

（2022）年４月からスタートしました。

FIT 制度のように固定価格で買い取るので

はなく、再エネ発電事業者が卸市場などで

売電したとき、その売電価格に対して一定

のプレミアム（補助額）を上乗せすることで

再エネ導入を促進するための制度です。 

 

GIS(Geographic Information System) 

地理情報や位置に関連した様々な情報を

加工、管理、分析、視覚化、共有するための

情報技術で、「地理情報システム」あるいは

「地図情報システム」と訳されます。 

 

GX（グリーントランスフォーメーシ

ョン） 

「Green Transformation」の略で、石

油・石炭などの化石燃料中心の産業・社会構

造を、太陽光や水素などの再生可能エネル

ギー中心に移行させる経済社会システム全

体の変革のことで、「脱炭素社会の構築」と

「産業競争力の向上」の両立を図る取組の

ことです。 

 

IPCC（国連気候変動に関する政府間

パネル） 

IPCC（（Intergovernmental Panel on 

Climate Change）は、人為起源による気

候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科

学的、技術的、社会経済学的な見地から包括

的な評価を行うことを目的として、昭和 63

（1988）年に国連環境計画（UNEP）と世

界気象機関（WMO）により設立された組織

です。令和３（2021）年に発表された第 6

次報告書では、「1850〜1900 年を基準と

した世界平均気温は 2011〜2020 年に

1.1℃の温暖化に達した」こと、「2030 年

の世界全体の GHG 排出量では、温暖化が

21 世紀の間に 1.5℃を超える可能性が高

く、温暖化を 2℃より低く抑えることが更

に困難になる可能性が高い」ことなどが報

告されています。 

 

J（ジュール） 

エネルギー量を示す国際的な単位のこと

で、かつてはカロリーが用いられていまし

たが、現在はＪが用いられています。単位は

下のとおり表記されています。 

エネルギー量の単位 

1000 Ｊ ＝ 1kＪ（キロジュール） 

1000 kＪ ＝ 1ＭＪ（メガジュール） 

1000 ＭＪ ＝ 1ＧＪ（ギガジュール） 

1000 ＧＪ ＝ 1ＴＪ（テラジュール） 

 

LED 

「Light Emitting Diode」の略で、発光

ダイオードを用いた照明器具を指します。

蛍光灯や白熱電球などに比べ、LED は電気

使用量が少なく、省エネになります。また

LED 照明機器には明るさや、色合いの調整

等ができるものもあります。 

 

REPOS（リーポス） 

環境省が運営する再生可能エネルギー

情報提供システム（Renewable Energy 

Potential System）で、再エネの導入促進

に役立つ情報等を提供しています。市町村

別の、太陽光、風力、中小水力、地熱、地

中熱、太陽熱などの再エネのポテンシャル

が地図等で確認することができます。 

 

SDGs（エスディージーズ） 

「Sustainable Development Goals」

の略で持続可能な開発目標のことです。平

成 27（2015）年 9 月、「国連持続可能な

開発サミット」において採択された「我々の
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世界を変革する：持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」で掲げられた、令和 12

（2030）年までの国際社会全体の目標で、

17 のゴール（目標）と 169 のターゲット

から構成され、「誰一人取り残さない」社会

の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる

広範な範囲に総合的に取り組むこととして

います。 

 

V2H（ブイツーエイチ） 

「Vehicle to Home」の略で、電気自動

車やプラグインハイブリッド自動車に蓄電

された電気を家庭に供給できる機能です。

停電時などに電気を取り出せるのが強みで

す。 

 

ZEB（ゼブ） 

Net Zero Energy Building（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ビル）の略で、「ゼブ」と

呼びます。快適な室内環境を実現しながら、

建物で消費する年間の一次エネルギーの収

支をゼロにすることを目指した建物のこと

で、４段階の定義があります。 

①外皮の高性能化及び高効率な省エネル

ギー設備に加え、更なる省エネルギーの実

現に向けた措置を講じ、年間の一次エネル

ギー消費量の 30～40％以上削減を達成し

た『ZEB Oriented』、②更なる省エネによ

り年間の一次エネルギー消費量の 50％以

上削減を達成した『ZEB Ready』、③省エ

ネに加え、再エネも導入し、年間の一次エネ

ルギー消費量の 75％以上削減を達成した

『Nearly ZEB』、④年間の一次エネルギー

消費量が正味ゼロまたはマイナスを達成し

た建築物『ZEB』です。 

本計画における ZEB は、「ZEB Oriented

相当以上」としています。 

 

ZEH（ゼッチ） 

Net Zero Energy House（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ハウス）の略で、「ゼッチ」

と呼びます。外皮の断熱性能等を大幅に向

上させるとともに、高効率な設備システム

の導入により、室内環境の質を維持しつつ

大幅な省エネルギーを実現した上で、再エ

ネを導入することにより、年間の一次エネ

ルギー消費量の収支をゼロにすることを目

指した住宅のことです。戸建て住宅を想定

した ZEH 基準の他、集合住宅むけの ZEH-

M と呼ぶ基準も定義されています。 

ZEH には、①強化外皮基準（本市では

0.4W/㎡ K 以下）を満たし、年間の一次エ

ネルギー消費量の 20％以上削減を達成し

た『ZEH Oriented』、②強化外皮基準を満

たしながら年間の一次エネルギー消費量の

50％以上削減を達成した『ZEH Ready』、

③年間の一次エネルギー消費量の 75％以

上削減を達成した『Nearly ZEH』、④年間

の一次エネルギー消費量が正味ゼロまたは

マイナスを達した『ZEH』、の４段階の定義

があります。 

本 計 画 に お け る ZEH は 、「 ZEH 

Oriented 相当以上」としています。 
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太陽光発電のうち、建物の屋上や壁面などに設置する太陽光発電のポテンシャルが高い地
域（より色が赤い地域）は、建物の多い市街地全域で高く、支笏湖周辺や農村地域などで低
くなっています。 

遊休地などを活用した太陽光発電施設の設置の可能性が高い地域（より色が赤い地域）
は、東部地区や駒里地区などの農村地域に広がっています。 

資料 3 再生可能エネルギー導入ポテンシャルマップ 

１） 太陽光発電（建物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典︓環境省 REPOS 及び国土地理院国土数値情報ダウンロードサービス公開データより作成 

図 資料-１ 太陽光発電（建物）ポテンシャルマップ 

２） 太陽光発電（⼟地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典︓環境省 REPOS 及び国土地理院国土数値情報ダウンロードサービス公開データより作成 

図 資料-２ 太陽光発電（⼟地）ポテンシャルマップ  
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３） 風⼒発電 

風力発電のポテンシャルは風速 5.5ｍ以上の地域とされており、千歳市においては国立公

園支笏湖を含む国有林や農村地域の山間部などに分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓環境省 REPOS 及び国土地理院国土数値情報ダウンロードサービス公開データより作成 

図 資料-３ 風⼒発電ポテンシャルマップ 
 

４） 中小⽔⼒発電 

中小水力発電のポテンシャルは、国立公園支笏湖内の千歳川上流部及びその支流に分布し

ています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓環境省 REPOS 及び国土地理院国土数値情報ダウンロードサービス公開データより作成 

図 資料-４ 中小⽔⼒発電ポテンシャルマップ  
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５） バイオマス 

① 木質バイオマス 

北海道が公表する、令和 13（2031）年度における林地未利用材の発生量（見込み）5,400

㎥から、下表の通り木質バイオマスのポテンシャルを算定しました。利用可能なエネルギー

量は熱量換算値で 39,628GJ となります。またこの資源を活用して発電を行った場合

2,077 千 kWh の発電量となります 
 

 

表 資料-１ 木質バイオマスポテンシャルの算定表 
千歳市 値 換算係数等 出典 

林地未利用材 5,400 m3    令和 13 年度における林地未利用材の発
生量（見込み）北海道庁試算資料 

木質燃料量 
（林地未利用材よりチ
ップ製造を想定） 

4,860m3  燃料製造時歩留、水分率 40% wb 想定 
NEDO バイオマスエネルギー地域自立
システムの導入要件・技術指針 第 6
版 実践編（木質系バイオマス）より 

3,738ｔ  比体積 1.3 m3/t  全国木材チップ工業連合会 木材チッ
プの換算係数（針葉樹チップ） 

熱利用量 
(木質燃料発熱量) 39,628GJ  木質燃料の低位発熱量 10.6 MJ/kg 

NEDO バイオマスエネルギー地域自立
システムの導入要件・技術指針 第 6
版 実践編（木質系バイオマス） 
水分率 40％針葉樹木部 

参考Ａ重油換算量 1,013kL  Ａ重油発熱量 39.1 MJ/L  環境省温室効果ガス排出量算定・報
告・公表制度 

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電量 2,077,000kwh  北海道地方 
未利用木質実績 0.72 絶乾 kg/kWh 

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ燃料の需給動向調査成果報
告書(2019 年度)  

発電設備容量換算値 387kW   設備利用率 61.2% R4 調達委員会 未利用材
2,000kW 未満ﾃﾞｰﾀ中央より 

   北海道⽔産林務部が公表する、令和 13 年度における林地未利⽤材の発生量（⾒込み）5,400 ㎥を⽊質バイ   
オマス燃料の原⽊量とし、燃料チップ製造量は、歩留まり 90％で換算した後、体積換算、発熱量＊、発電量
への換算を⾏った。 

 

② 畜産バイオマス 

市内に飼育されている家畜の飼育頭羽数より、下表の通りふん尿の排出量、バイオガス発

生量を算定し、そのガスを用いた発電量を 8,720MWh と算定しました。この量の発電を行

うために必要な発電設備の出力規模は、3MW 相当となります 
 

 

表 資料-２ 畜産バイオマスポテンシャルの算定表 

千歳市 頭羽数 
ふん尿排出量合計 バイオガ

ス発生量 
原単位 
m3/t 

バイオガス 
発生量 
m3/年 

利用時の 
熱利用可能量 

GJ/年 

年間 
発電量 

MWh/年 
原単位 

t/頭(羽)/年 
発生量 t/年 

乳用牛 3,964 21.5 85,226 25 1,278,390 21,968 2,670 
肉用牛 頭数非公表 9.7  30   − 0 
豚 11,686 2.2 25,709 50 771,270 13,254 1,611 
採卵鶏 1,428,700  0.0496 70,864 50 2,125,920 36,532 4,440 
合計 - - 181,799 - 4,175,580 71,753 8,720 
 NEDO「NEDO バイオマスエネルギー地域⾃⽴システムの導⼊要件・技術指針 第 6 版 実践編  

（メタン発酵系バイオマス）」を参考に作成。発電設備は発電量を元に発電効率 35％で算定。 
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６） 地熱 

地熱には、フラッシュ発電（蒸気発電）と呼ばれる一般的な発電方法の他に、低温で気化

する媒体を使う、低温バイナリー発電の技術があります。 

フラッシュ発電のポテンシャルは、支笏湖恵庭岳周辺の地域に分布しています。低温バイ

ナリー発電については、恵庭岳周辺の他、美々地域周辺に分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓環境省 REPOS 及び国土地理院国土数値情報ダウンロードサービス公開データより作成 
図 資料-５ 地熱フラッシュ発電（蒸気発電）ポテンシャルマップ 

 

  



 

“人と自然の輪でつながる”ゼロカーボンシティ ちとせ 

- 91 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓環境省 REPOS 及び国土地理院国土数値情報ダウンロードサービス公開データより作成 

図 資料-６ 地熱バイナリ発電（120-150℃）ポテンシャルマップ 
 

７） 地中熱 

地中熱は、地面などが持っている低温の熱エネルギーのことで、地下 10～15m では年間

を通して温度の変化がなくなる特徴がある再生可能エネルギーです。千歳市においては支笏

湖周辺などの国有林を除く地域で、広くポテンシャルが分布しており、特に市街地において

高くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓環境省 REPOS 及び国土地理院国土数値情報ダウンロードサービス公開データより作成 

図 資料-７ 地中熱ポテンシャルマップ  
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資料 4 アンケート調査票 

 市⺠アンケート調査 
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 事業者アンケート調査 

 

 

 

 



 

“人と自然の輪でつながる”ゼロカーボンシティ ちとせ 

- 99 - 
 

 

 

 

 

 

  



 

千歳市地球温暖化対策実行計画 ～区域施策編～ 

 

- 100 - 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

“人と自然の輪でつながる”ゼロカーボンシティ ちとせ 

- 101 - 
 

 

 

 

 

 

 

  



 

千歳市地球温暖化対策実行計画 ～区域施策編～ 

 

- 102 - 
 

 

 

 

 

 

 

  



 

“人と自然の輪でつながる”ゼロカーボンシティ ちとせ 

- 103 - 
 

  


